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事
務
所
だ
よ
り

1 2022（令和4年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 1月31日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 1月31日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月11日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 1月31日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日
地方税／ 給与支払報告書の提出 1月31日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 1月31日

（労働保険事務組合委託の場合2月14日まで）

　令和2年分申告では100万人以上が利用した
スマートフォンによる確定申告。令和3年分か
らは、上場株式等に係る繰越損失等の申告が
できるほか、カメラで源泉徴収票を読み取れ
ば記載された金額等を国税庁HPの「確定申告
書等作成コーナー」へ自動反映できるように
なるなど更に便利になっています。

ワンポイント スマホ申告が更に便利に

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　10日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土
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1 月号 ─ 2

　

国
の
機
関
で
あ
る
中
小
企
業

基
盤
整
備
機
構
が
運
営
す
る
小

規
模
企
業
共
済
制
度
は
、
小
規

模
企
業
の
経
営
者
や
役
員
、
個

人
事
業
主
な
ど
の
た
め
の
、
積

立
て
に
よ
る
退
職
金
制
度
で
す
。

　

令
和
３
年
３
月
現
在
、
全
国

で
約
１
５
３
万
人
が
加
入
し
て

い
ま
す
。

　

今
回
は
、
廃
業
や
退
職
時
の

生
活
資
金
と
し
て
も
役
立
つ
同

制
度
の
概
要
、
税
務
処
理
等
に

お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
見
て

い
き
ま
す
。

▲
制
度
の
概
要 

１　

加
入
資
格︵
主
な
も
の
︶

①　

建
設
業
、
製
造
業
、
運
輸
業
、

サ
ー
ビ
ス
業
（
宿
泊
業
・
娯
楽
業

に
限
る
）、
不
動
産
業
、
農
業
な

ど
の
場
合
は
、
常
時
使
用
す
る
従

業
員
の
数
が
20
人
以
下
の
個
人
事

業
主
又
は
会
社
等
の
役
員

②　

商
業
（
卸
売
業
・
小
売
業
）、

サ
ー
ビ
ス
業
（
宿
泊
業
・
娯
楽
業

を
除
く
）
の
場
合
は
、
常
時
使
用

す
る
従
業
員
の
数
が
５
人
以
下
の

個
人
事
業
主
又
は
会
社
等
の
役
員

③　

事
業
に
従
事
す
る
組
合
員
の
数

が
20
人
以
下
の
企
業
組
合
の
役

員
、
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数

が
20
人
以
下
の
協
業
組
合
の
役
員

④　

前
記
①
と
②
に
該
当
す
る
個
人

事
業
主
が
営
む
事
業
の
経
営
に
携

わ
る
共
同
経
営
者
（
個
人
事
業
主

１
人
に
つ
き
２
人
ま
で
）

２　

掛
金

　

掛
金
は
月
額
、
１
０
０
０
円
か
ら

７
万
円
ま
で
の
範
囲
内
（
５
０
０
円

単
位
）
で
自
由
に
選
択
で
き
、
一
度

掛
け
金
を
決
め
て
も
増
額
又
は
減
額

も
可
能
で
す
。
ま
た
、
前
納
す
る
と

一
定
割
合
の
前
納
減
額
金
を
受
取
る

こ
と
も
で
き
ま
す
。

３　

共
済
金︵
解
約
手
当
金
︶

　

契
約
者
の
立
場
や
請
求
事
由
に
よ

り
受
取
る
共
済
金
は
種
類
が
異
な

り
、
個
人
事
業
主
の
場
合
、
法
人
の

役
員
の
場
合
は
右
表
の
と
お
り
で
す

（
共
同
経
営
者
の
場
合
は
省
略
）。

　

な
お
、
掛
金
納
付
月
数
が
６
か
月

未
満
の
場
合
は
、「
共
済
金
Ａ
」、「
共

済
金
Ｂ
」
が
、
12
か
月
未
満
の
場
合

は
、「
準
共
済
金
」と「
解
約
手
当
金
」

は
支
払
わ
れ
ず
、
ま
た
20
年
未
満
の

任
意
解
約
で
は
、「
解
約
手
当
金
」

が
掛
金
合
計
額
を
下
回
り
ま
す
。

　

共
済
金
等
の
受
取
方
法
は
、「
一

括
受
取
り
」や「
分
割
受
取
り
」の
ほ

か
、「
一
括
受
取
り
と
分
割
受
取
り

個人事業主の場合 法人（株式会社など）の役員の場合

共済金等
の種類　 請求事由 請求事由

共済金 A
①�個人事業を廃業の場合
（※ 1）（※ 2）
②共済契約者の死亡の場合

法人の解散の場合

共済金 B 老齢給付（65 歳以上で 180 か月以上掛金を払い込んだ方）

①�病気、怪我により、または 65 歳
以上で役員を退任した場合（※4）
②共済契約者の死亡の場合
③�老齢給付（65 歳以上で 180 か
月以上掛金を払い込んだ方）

準共済金
個人事業を法人成りした結果、
加入資格がなくなったため、解
約した場合（※ 3）

法人の解散、病気、怪我以外の
理由の場合、または 65 歳未満で
役員退任の場合

解約　
手当金

①任意解約
②�機構解約（掛金を 12 か月以上
滞納した場合）

③�個人事業を法人成りした結果、
加入資格はなくならなかった
が、解約をした場合（※ 3）

①任意解約
②�機構解約（掛金を 12 か月以上
滞納した場合）

※１複数の事業を営んでいる場合は、すべての事業を廃止したことが条件です。
※２�平成 28 年 3月以前に、配偶者または子へ事業の全部を譲渡したときは、「準

共済金」です。
※３�平成 22 年 12 月以前に加入した個人事業主が、金銭出資により法人成りを

したときは、「共済金 A」となります。
※４�平成28年3月以前に、病気または怪我以外の理由による退任をしたときは、
「準共済金」となります。

税制優遇措置あり

小規模
企業共済
を有効活用しよう



3 ─ 1 月号

の
併
用
」
の
３
種
類
が
あ
り
ま
す
。

た
だ
し
、「
分
割
受
取
り
」
と
「
一
括

受
取
り
と
分
割
受
取
り
の
併
用
」
を

希
望
す
る
場
合
は
、
請
求
事
由
が
共

済
契
約
者
の
死
亡
で
な
い
こ
と
等
の

要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

４　

貸
付
制
度

　

制
度
に
加
入
す
る
と
、
掛
金
か
ら

算
定
し
た
貸
付
限
度
額
の
範
囲
内

で
、
①
一
般
貸
付
け
、
②
緊
急
経
営

安
定
貸
付
け
、
③
傷
病
災
害
時
貸
付

け
、
④
福
祉
対
応
貸
付
け
、
⑤
創
業

転
業
時
・
新
規
事
業
展
開
等
貸
付

け
、
⑥
事
業
承
継
貸
付
け
、
⑦
廃
業

準
備
貸
付
け
と
い
っ
た
貸
付
制
度
が

受
け
ら
れ
ま
す
。

▲
税
務
上
の
取
扱
い 

　

同
制
度
に
お
け
る
掛
金
支
払
時
及

び
共
済
金
・
解
約
手
当
金
受
取
時
の

税
務
上
の
優
遇
措
置
は
大
き
な
メ
リ

ッ
ト
と
な
り
ま
す
。

１　

掛
金
支
払
時

　

掛
金
全
額
が
「
小
規
模
企
業
共
済

等
掛
金
控
除
」
と
し
て
、
課
税
対
象

と
な
る
所
得
か
ら
控
除
で
き
ま
す
。

ま
た
１
年
以
内
の
前
納
掛
金
も
同
様

に
控
除
で
き
ま
す
。
な
お
、
掛
金
は

共
済
契
約
者
自
身
が
払
い
込
む
こ
と

に
な
る
た
め
、
法
人
の
損
金
や
個
人

の
事
業
所
得
等
の
必
要
経
費
に
算
入

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

掛
金
の
全
額
所
得
控
除
に
よ
る
節

税
額
は
左
表
の
と
お
り
で
す
。

２　

共
済
金
・
解
約
手
当
金
受
取
時

　

受
け
取
る
際
の
年
齢
や
、
一
括
又

は
分
割
な
ど
の
受
取
方
法
な
ど
で
税

法
上
の
取
扱
い
が
、「
退
職
所
得
」、「
公

的
年
金
等
の
雑
所
得
」、「
み
な
し
相

続
財
産
」、「
一
時
所
得
」
に
分
か
れ

ま
す
の
で
注
意
が
必
要
で
す
（
下
表

参
照
）。

⑴　

退
職
所
得

　

原
則
、
収
入
金
額
か
ら
退
職
所
得

控
除
額
を
差
引
い
た
後
の
金
額
を
求

め
、
そ
の
額
に
２
分
の
１
を
乗
じ
た

額
が
所
得
税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま

す
。
他
の
所
得
と
は
合
算
せ
ず
に
切

り
離
し
て
税
額
を
計
算
し
ま
す
。

⑵　

公
的
年
金
等
の
雑
所
得

　

収
入
金
額
か
ら
公
的
年
金
等
控
除

額
を
差
し
引
い
た
額
が
所
得
税
の
課

税
対
象
と
な
り
ま
す
。

⑶　

み
な
し
相
続
財
産

　

民
法
上
の
相
続
財
産
で
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
相
続
で
取
得
し
た
も
の
と

み
な
し
て
相
続
税
の
課
税
対
象
と
な

り
ま
す
。
相
続
人
が
取
得
し
た
場
合

は
、
５
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の

数
の
非
課
税
限
度
額
が
あ
り
ま
す
。

⑷　

一
時
所
得

　

収
入
金
額
か
ら
、
そ
の
収
入
を
得

る
た
め
に
支
出
し
た
金
額
及
び
特
別

控
除
額
（
最
高
50
万
円
）
を
差
し
引

い
た
後
の
金
額
を
求
め
、
そ
の
額
に

２
分
の
１
を
乗
じ
た
額
が
所
得
税
の

課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

制
度
の
詳
細
は
、
中
小
機
構
Ｈ
Ｐ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

課税される
所得金額　

加入前の税額（円） 加入後の節税額（円）

所得税 住民税 掛金月額
１万

掛金月額
３万

掛金月額
７万

1,200 万円 1,104,600 1,205,000 20,700 056,900 129,400
1,400 万円 1,380,300 1,405,000 36,500 109,500 241,300
1,600 万円 1,788,700 1,605,000 36,500 109,500 255,600
1,800 万円 1,229,200 1,805,000 40,100 120,500 281,200
1,000 万円 1,801,000 1,005,000 52,400 157,300 367,000
※�　「課税される所得金額」とは、その年分の総所得金額から基礎控除・扶養
控除等を控除した額で課税対象となる額をいいます。税額は、平成 29 年 4
月 1日現在の税率に基づき、所得税は復興特別所得税を含めて計算していま
す。住民税均等割については、5,000 円として計算。

受取方法 税法上の扱い
共済金または準共済金を一括で受け取る場合 退職所得扱い
共済金を分割で受け取る場合 公的年金等の雑所得扱い

共済金を一括・分割併用で受け取る場合 （一括分）退職所得扱い
（分割分）公的年金等の雑所得扱い

遺族が共済金を受け取る場合（死亡退職金）（相続税法上）みなし相続財産
65 歳以上の方が任意解約をするまたは 65 歳
以上の共同経営者が任意退任をする場合 退職所得扱い

65 歳未満の方が任意解約をするまたは 65 歳
未満の共同経営者が任意退任をする場合 一時所得扱い

12 か月以上の掛金の未払いによる解約（機
構解約）で解約手当金を受け取る場合 一時所得扱い

【参考資料】
中小機構HP



1 月号 ─ 4

昨年は、大変お世話になり、 
ありがとうございました。 

本年もどうぞ宜しくお願い致します。

　昨年の1月にゆいパートナーズを発足して1年が経過しました。日々業務に追
われていた印象ですが、振り返るとあっという間の1年間でした。前所長が大切
にしてきた方針を守ることは勿論、微力ながらにも前進できた年だったと思います。
今後も皆様の事業の発展と共に弊所も成長していけるよう、心新たにして、ご支
援に取り組んで参ります。

　昨年も一昨年に引き続き、新型コロナウイルス感染症の流行がありました。緊
急事態宣言の発表・解除の繰り返しで、事業・生活環境が変化した方も多いかと
思います。国の政策として給付金・制度融資等が行われましたが、十分な補填に
ならない場合もあったかと思います。1日でも早くこの事態が収束することを祈
るばかりです。

　税務的な話題としては、消費税のインボイス制度が令和3年10月から申請の受
付が開始したことです。令和5年10月から適用開始予定になっており、インボイ
ス制度の導入により、これまで消費税の納税が必要なかった事業者も納税の可能
性が発生します。これにより、国が事業者課税の強化を図っていることが見て取
れます。経済の状況に応じて、税法の改正等は行われていきます。今後も、適切
な情報提供及びそれに伴う対策等を皆様に発信する事が弊所の役割と考えており
ます。

　今後も皆様の想いを結べる架け橋となれるように尽力していきたいと思います。
改めまして、本年もどうぞ宜しくお願い致します。

代表税理士　大 井 智 志　


